
  
基 登 第 7 2 1  号 

昭和 6 2 年 1 2 月 2 2 日 

各都道府県労働基準局長 殿 

労働省労働基準局長 

地方労災医員制度の 運用細目について 

地方労災医員制度の 運用細目については、 昭和 5 6 年 4 月 2 日付け 基登 第 1 9 9 号により 示 

してきたところであ るが、 今般これを改め 下記のとおりとすることとしたので、 これに基づき 

円滑な推進を 図られたい。 

なお、 これに伴い昭和 5 6 年 4 月 2 日付け 基発 第 1 9 9 号は、 廃止する。 

記 

1.  委 嘱 

地方労災医員は 、 次の要件を具備した 者のうちから 都道府県労働基準局長 ( 以下「地方局 

長 」という。 ) が 委嘱する。 なお、 地方労災医員の 職務は、 労働者災害補償保険法の 規定に 

よる保険給付及び 労働福祉事業並びに 労働基準法の 規定による災害補償に 係る事務のうち 医 

学 に関する専門的知識を 要するものの 処理であ るので、 管内における 職業性疾病の 発生状況 

等を勘案の うえ 、 委嘱しょうとする 医師の専攻学科、 診療科等の構成に 留意すること。 

Ⅲ 医師免許を有する 者であ って社会的信望があ り、 都道府県労働基準局 ( 以下「地方局」 

という。 ) 又は労働基準監督署 ( 以下「監督署」という。 ) の業務に深い 関心と理解をも 

ち、 労災補償業務に 積極的に協力する 熱意を有する 者であ ること。 

(2@ 管内の労災補償行政上特に 医学に関する 専門的知識を 要する傷病の 診断、 治療等の経験 

又は研究歴の 豊富な医師であ ること。 

@3) 地方労災医員に 委嘱されることにより、 自己の利益をはかり 又は政治的に 利用しようと 

する者では い こと。 

(4) 公選による公職にあ る者又はその 候補者でないこと。 

2.  任 期 

Ⅲ 地方労災医員の 任期は、 労災医員規程 ( 昭和 5 5 年 1 2 月 2 3 日労働省 訓第 1 7 号 ) 第 

4 条により、 2 年とされているが、 任期途中において 地方労災医員の 交替があ ったときの 

後任者の任期は 前任者の残余期間とするものとする。 

一 452 一 

      



(2) 任期が満了した 場合において 再任を妨げないものとする。 また、 任期途中であ っても地 

方労災医員として 不適格であ ると認められた 場合には、 委嘱を解くものとする。 

3.  勤 務 

Ⅲ 地方労災医員の 勤務場所は、 原則として地方局労災主務課とする。 

ただし、 管内における 業務又は通勤による 傷病の発生状況等から 見て、 地方労災医員の 

処理すべき業務が 恒常的かつ相当の 程度に見込まれる 監督署があ るときは、 当該監督署を 

特定の地方労災医員の 勤務場所とすることができるものとする。 

ば 地方労災医員の 勤務は、 人事院規則 1 5 一 1 2 ( 非常勤職員の 勤務時間及び 休暇 ) に 定 

める勤務時間の 範囲内とし、 勤務日は地方局長が 定めるものとする。 

4. 発令手続 

Ⅲ 委嘱の場合 

地方局長は、 地方労災医員を 委嘱するときは、 次の書類を整え 保管するものとする。 

イ 本人の承諾書 ( 別紙様式 1 のとおり ) 1 通 

ロ 履 歴 書 ( 別紙様式 2 のとおり ) I  泣互 ハ 委嘱辞令 ( 写 )  C 別紙様式 3 のとおり ） I  五互 

(2) 再 委嘱の場合 

(1) に準じて取り 扱うこととするが、 履歴書は省略して 差し支えないこと。 

(3) 解 嘱の場合 

地方局長は、 地方労災医員を 解嘱しょうとするときは、 次の書類を整えるものとする。 

イ 辞任 届 ( 死亡届 ) ( 別紙様式 4 又は 6 のとおり ) 1  Ⅰ 亘 

ロ 餌 嘱 辞令 ( 写 ) （ 別紙様式 5 のとおり ) 1 通 

(4) 本省報告 

( 削 除 ) 

(5) 健康管理及 び 安全対策 

地方局長又は 労働基準監督署長 ( 以下「監督署長」という。 ) は、 地方労災医員の 健康 

管理及 び 安全対策について 十分配意すること。 

(6) 公務災害 

地方労災医員が 公務上の災害を 受けた場合には、 国家公務員災害補償法に 基づく所定の 

手続をとること。 

5.  報 酬 

(1) 地方労災医員の 手当は、 毎会計年度初めの 予算執行通達の 講師謝金の額に 準じて支払う 

ものとする。 C れの区分については、 別表のとおり 設定したので 参考とすること。 

㈱ 地方労災医員が 必要により勤務場所から 協議のため移動する 場合等には、 それに要する 

旅費は、 労働省所管国家公務員等の 旅費取扱規程第 4 条の規定に基づき 原則として 8 級 相 

当の旅費を支給するものとする。 
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(3) 協議会等による 検討の結果、 提出される意見書の 作成料の取扱いについては、 昭和 5 6 年 

1 月 2 8 日付け 基 登第 4 3 号「労災保険行政に 係る「諸謝金」の 支給について」及び 昭和 5 7 

年 4 月 1 3 日付け 基登 第 2 7 2 号「労働保険審査官及び 労働保険審査会法施行規則の 一部 改 

正について」に よ るものとする。 ( 支給対象者は、 複数の地方労災医員の 協議に よ る場合は 

意見書の作成者、 協議会に よ る場合は座長、 専門部会に ょ 6 場合は部会長とする。 ) 

6. 支払方法等 

Ⅲ 支出科目 

支出は経費の 性格により、 次のとおりとする。 

ィ 手当関係 : 労災勘定 ( 項 ) 業務取扱 費 ( 日 ) 非常勤職員手当 

ロ 旅費関係 : 労災勘定 ( 項 ) 業務取扱 費 ( 日 ) 委員等旅費 

ハ 謝金関係 : 労災勘定 ( 項 ) 業務取扱 費 ( 日 ) 諸謝金 

㈲ 支 給 日 

地方労災医員の 手当は、 原則として職員の 給与支給日又は 月末に支給する ( ただし、 地 

方局の実情によりこれ 以外の日を特定することができるものとする。 ) 。 

(3) 支払手続 

イ 地方局労災主務課長又は 監督署長は、 必要な時期に 実績報告を地方局庶務課長に 報告 

すること。 実績報告書の 様式は別紙様式 8 を参考にすること。 

ロ 地方局庶務課は、 実績報告書に 基づいて、 支給調書 ( 資金前渡官吏事務取扱手引…様 

式 1 2 号 ) を作成し、 支出官は支給調書に 基づき支払決議を 行うこととする。 この場合 

の決議書は給与等支払決議書を 使用する。 

(4) 計算証明 

非常勤職員手当については、 昭和 2 7 年 7 月 1 日付け 検 第 1 4 7 号「労働省関係の 計算 

証明に関する 指定について」により 簡易証明となっているので、 領収証書の提出に 代えて 

給与証明書 ( 計算証明規則第 3 9 条第 2 項 ) を提出すること。 

(5) 支払方法 

地方労災医員に 対する手当については、 原則としてロ 座振込の方法により 支払うことと 

する。 

7. 協議の方法等 

(1) 地方局長又は 監督署長若しくは 労働者災害補償保険審査官 ( 以下「審査官」という。 ) 

は 、 地方労災医員に 意見を求めようとしている 事案についてあ らかじめ高度の 医学的判断 

を要することが 見込まれるような 場合は、 「 要 協議事案」とし、 その理由等を 付して意見 

を 求めることとする。 ただし、 監督署長及び 審査官の場合は、 地方局長を経出するものと 

する。 

(2) 地方局長は、 前記Ⅲにより「 要 協議事案」として 監督著長から 送達された事案又は 後記 

(6) により地方労災医員から 協議を要するとされた 事案にっ。 て 、 複数の地方労災医員によ 
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る 協議が必要であ ると認めたときは、 取りまとめを 行 う 地方労災医員を 指定して意見を 求 

めるかあ るいは後記 (3) 又は (4) の協議組織の 座長に 、 又は座長を経由して 部会長に意見を 求 

めることとする。 

審査官が「妥協議事案」として 意見を求める 場合については、 地方労災医員の 指定を含 

めて審査官が 上記の判断をすることとする。 

(3) 地方局に、 地方労災医員による 協議を円滑に 行うため、 その協議組織として、 地方労災 

医員協議会 ( 以下「協議会」という。 ) を置くこととする。 

協議会は、 地方局長が指名する 地方労災医員をもって 構成し、 構成員の互選により 座長 

を 選出することとする。 

なお、 地方局長は、 協議会の運営に 当たり、 協議に係る事案の 内容に照らし、 構成員の 

専門 科 別の構成が適当でないと 認める場合には、 当該事案の処理に 当たって適当と 認めら 

れる医師を地方労災医員に 委嘱し、 臨時に構成員とすることができる。 

(4) 同種の「 要 協議事案」が 相当数見込まれる 地方局において 地方局長が必要と 認める場合 

には、 当該事案の専門的協議組織として、 協議会に専門部会 ( 以下「専門部会」という。 ) 

を 置くことができる。 

専門部会は、 地方局長が指名する 地方労災医員をもって 構成し、 構成員の互選により 部 

会長を選出することとする。 

なお、 地方局長は、 専門部会の設置及び 運営に当たり、 必要に応じて 当該事案の処理に 

当たって適当と 認められる医師を 地方労災医員に 委嘱し、 臨時に構成員とすることができ 

る 。 

(5) 地方局長は、 前記 3) 又は (4) の協議組織について、 その運営要領を 作成し、 これに基づき 

運営を行うこととする。 

(6) 地方労災医員が 個別の、 あ るいは協議による 意見を求められた 事案について、 協議会 又 

は 専門部会による 検討が必要であ ると判断した 事案については、 その旨の意見を 付して当 

該事案を地方局長あ て回付することとする。 

(7) 意見を求められた 地方労災医員が 他の地方労災医員との 協議を経て意見を 述べる場合は 、 

原則として別紙様式 9 の例によることとする。 ただし、 協議会又は専門部会による 検討を 

経た場合は、 別紙様式 1 0 の例によることとする。 

( 偏在 : 一部改正 平成 1 2 年 6 月 6 日付け 基登 第 3 9 2 号 ) 

一 455 一 

    



別 表 
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本表の区分 欄に 該当 

しない職務の 者につ 

いては左に準じてラ 

ンク付けを行うこと。 
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別紙様式 1 

就 任 承 諾 書 

昭和 年 月 日 

0 0 労働基準局長 殿 

氏 名 ③ 

地方労災医員に 就任することを 承諾します。 
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コ
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4
  

 



別紙様式 2 

00 年 

履 歴 吾 一 

本 籍 0 0 都道府県 

現住所 0 0 0 0 0 0 0 

氏名 0 0 0 0 
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O
 

上記のとおり 相違あ りません。 
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氏 名 ⑳ 
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別紙様式 3 
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00 労働基準局又は 00 労働基準監督署に 配置する。 
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別紙様式 4 

辞 任 

0 0 労働基準局長 殿 

日
 

月
 

年
 

和
 

昭
 

届
 

氏 名 ⑳ 

般
 

。
 

今
す
 

ま
 

により地方労災医員を 辞任いたしたいのでお 届け致し 
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別紙様式 5 

氏 名 0 0 0 0 

願いにより地方労災医員の 委嘱を解く。 

昭和 年 月 日 

00 労働基準局長 0  0  0  ⑳ 

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 @  一 一 一 一 @  一 一 一 一 @  一 一 一 一 @  一 @  @  @  - 一 @  一 一 @  一 一 一 一 一 一 一 @  @  一 

別紙様式 6 

0 0 労働基準局長 

下記の者は昭和 年 

死 亡 届 

昭和 年 月 日 

殿 

遺 族 

続 柄 氏 名 ㊥ 

月 日 ( 病名又は死因 ) のため死亡したのでお 届けいたします。 

， 己 

0 0 労働基準局 

地方労災医員 0  0 0 0 

澤 公務上死亡のときは、 昭和 3 7 年租 発丙 第 2 6 号「労働省部内公務災害補償取扱手続」に 

より記入のこと。 

別紙様式 7 ( 廃 止 ) 
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別紙様式 9 

昭和 年 月 日 

  依頼者 )  殿 

0 0 労働基準局 

地方労災医員 ⑳ 

意見書の提出 について 

今般、 標記のことについて 依頼があ りましたので、 下記のとおり 意見を申し述べます。 

なお、 本件については、 他の地方労災医員と 協議を行ったものであ る。 

記 

労働保険 
番 号 鼻戻 年月 日 

年 月 日 治 め 年月日 年 月 日 

労働者名 
負傷の部位 
及び傷病名 

主 
訴 

及 
び 
古川 

覚 
症 

依 
頼 
事 
項 
ヰ - し 

か 
か 
る 
3fc 
，艮 

見 

総 

合 
意 
見 
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別紙様式 10 

意見書の提出 について 

本地 方労 災 医 員協議会 
又は 

、 ，、， 1 ・・・・ 

は 、 貴職から依頼によ り Ⅰ (( Ⅰ 元 Ⅰ ノ l 労働者 0  0  0 

本地方労災医員協議会 00 専門部会 

0  に係る O O 0  0  0  について、 昭和 年 月 日以降協議を 行ってきたが、 

このほど以下のような 意見に達したので 提出する。 

昭和 年 月 日 

（ 依頼者 ) 殿 

  
0 労働基準局地方労災医員協議会  

 

  座長 ⑳ 
  又は 

1  00 労働基準局地方労災医員協議会 

  00 専門部会 
    明 

  

 
 

2
 

6
 

4
  

 

 
 

 
 


